
１−８ ⽇本森林学会基⾦取扱い規則 
 
（⽬的） 
第１条 この規則は、⽇本森林学会定款第５８条に基

づき、⽇本森林学会基⾦（以下基⾦と呼ぶ。）の取扱
いを定める。 

（基⾦の繰り⼊れ） 
第２条 学会に寄せられた個⼈や団体からの寄付⾦な

どの⼀時的な収⼊、及び⼀般会計予算の⼀部を基⾦
に繰り⼊れることができる。 

（募集事項の決定） 
第３条  理事会は、基⾦の募集をしようとするときは、

その都度、その総額及び拠出に係る⾦銭の払込みの
期⽇を定めねばならない。 

（基⾦の申込み） 
第４条 理事会は、基⾦の募集に応じて基⾦の引受け

の申込みをしようとする者に対し、次に掲げる事項
を通知しなければならない。 

（１）学会の名称 
（２）募集事項 
（３）⾦銭の払込みの取扱いの場所 
（４）基⾦の拠出者の権利 
（５）基⾦の返還の⼿続 
２  学会の募集に応じて基⾦の引受けの申込みをす

る者は、その⽒名⼜は名称及び住所、並びに引き受
けようとする基⾦の額を記載した書⾯を学会に交付
し、⼜は電磁的⽅法により提供しなければならない。 

（基⾦の割り当て） 
第５条  理事会は、申込者の中から基⾦の割当てを受

ける者を定め、かつ、その者に割り当てる基⾦の額
を定め、申込者に対して払い込みの期⽇の前⽇まで
通知しなければならない。 

（基⾦の引受け） 
第６条  申込者は、学会が割り当てた基⾦の額につい

て基⾦の引受⼈となる。 
（基⾦の拠出の履⾏） 
第７条  基⾦の引受⼈は、払い込みの期⽇までに、学

会が定めた銀⾏等の払込みの取扱いの場所において、
それぞれの基⾦の払込⾦額の全額を払い込まなけれ
ばならない。 

２  基⾦の引受⼈が拠出の履⾏をしないときは、基⾦
の引受けは、その効⼒を失う。 

（基⾦の拠出者となる時期） 
第８条  基⾦の引受⼈は、第３条の払込みの期⽇に、

拠出の履⾏をした基⾦の拠出者となる。 
（基⾦特別会計） 
第９条 学会の基⾦は、通常会計とは別に設ける基⾦

特別会計に計上する。 
２ 基⾦は元⾦⼝座と利⼦⼝座に分けて管理する。 
（運⽤⽅法） 
第１０条 基⾦の資⾦運⽤は、安全・確実かつ効率的

に⾏うこととし、元本保証の預⾦、国債等の債券、
及びこれらに準じた安全性・確実性を有するその他
の⾦融商品で⾏うこととする。 

２ 運⽤期間は１０年を超えないものとする。なお、
１年以内に⽀出⾒込がある資⾦については、換⾦性
に⼗分配慮して運⽤するものとする。 

３ 運⽤⽅法の選択にあたっては、⾦融機関の信⽤度
を斟酌して、⾦融機関の選定および預⾦の分散を図

るものとし、特定の⾦融機関、特定の運⽤形態に集
中させてはならない。 

（基⾦の⽀出） 
第１１条 基⾦は総会の承認を得て⽀出する。なお、

会計処理上、本基⾦は⼀般会計に繰り⼊れて使⽤す
る。 

２ 事業の実施上やむを得ない事由により、予算に計
上した計画的な取り崩し額を超えて積⽴預⾦及び運
⽤益の全部⼜は⼀部を処分しようとするときは、理
事会の承認を得なければならない。 

（運⽤状況の報告） 
第１２条 会計担当理事は、資⾦運⽤状況について、

適宜理事会に報告を⾏うものとする。 
（基⾦の返還） 
第１３条 理事会は、事業実施に際して財務上に余裕

がある場合に限り、基⾦の返還を⾏うことができる。 
２ 理事会は、返還計画案を決議し、総会に提案する。 
３ 定款第５９条に定める限度額とは、ある事業年度

に係る貸借対照表上の純資産額が、基⾦（第１８条
第１項の代替基⾦を含む。）の総額を超えた額とする。 

４ 返還の実施は、前項の事業年度の次の事業年度に
関する定時総会の⽇の前⽇までの間に限り⾏うこと
ができる。 

（返還対象者と配分額） 
第１４条 返還の対象者は、直近の募集に関わる基⾦

の拠出者とし、返還の額は、拠出額に応じて配分を
⾏う。 

２ 前項に実施に当たっては、公平性と透明性を確保
しなければならない。 

（返還計画） 
第１５条 返還の実施に当たって、理事会は返還計画

に従い、返還対象者に⽂書で通知し、払込み等の承
諾を得なければならない。 

（基⾦の返還に係る債権の取得の禁⽌） 
第１６条  学会は、次に掲げる場合に限り、⾃⼰を債

務者とする基⾦の返還に係る債権を取得することが
できる。 

（１）合併⼜は他の法⼈の事業の全部の譲受けによる
場合 

（２）⼀般社団法⼈の権利の⾏使に当たり、その⽬的
を達成するために必要な場合 

（３）無償で取得する場合 
２  学会が、前項第１号⼜は第２号に掲げる場合に同

項の債権を取得したときは、⺠法第５２０条本⽂の
規定にかかわらず、当該債権は消滅しない。この場
合においては、学会は、当該債権を相当の時期に他
に譲渡しなければならない。 

（基⾦利息の禁⽌） 
第１７条  基⾦の返還に係る債権には、利息を付する

ことができない。 
（代替基⾦） 
第１８条  基⾦の返還をする場合には、返還をする基

⾦に相当する⾦額を代替基⾦として計上しなければ
ならない。 

２  前項の代替基⾦は、取り崩すことができない。 
（規則の変更） 
第１９条 この規則の変更を必要とする場合は，理事



会の決議を経て、定めるものとする。 
附 則 

１．この規則は，平成２３年６⽉１５⽇から施⾏する。 
 

 
 


